
資料４４ー５ 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の基礎
的電気通信役務に係る効率化のための具体的方策並びに基礎的
電気通信役務支援機関の平成25年度事業計画等について 

○報告の概要等 

（別添資料） 
 ・平成25年度における基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化の計画について（写） 

  （東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社） 

 ・平成25年度事業計画等認可申請書（写） 
  （基礎的電気通信役務支援機関）  
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ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用の効率化の推進① 

＜情報通信審議会からの要望＞  
（情報通信審議会 ☞ ＮＴＴ東西、行政  （H18.11.21）） 

基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化の推進  

○ ＮＴＴ東西が交付金を受けるに際し、一層の効率化を行い赤字の縮小に努めるため、   
 以下を要望。 
   今回の交付金の算定は、NTT東西が設備利用部門の費用について約７％の経営  

 効率化を行うことを前提としている。このため、NTT東西がユニバーサルサービ 

 スの提供において当該効率化を達成することが重要であり、平成１９年度以降、 

 経営効率化の実績について報告すること。 

  総務省は、上記の経営効率化について、十分な検証を行うことが必要であり、当該  

 検証結果については、審議会に対し報告等を行うこと。 

 ◆ 平成18年11月21日、情報通信審議会において、ユニバーサルサービス制度に係る交付金の交付等の認可の際、 
   ＮＴＴ東西に対する経営効率化について要望。これを受け、総務省は、ＮＴＴ東西に対し行政指導を実施。 

 １ 経緯 

 

＜基礎的電気通信役務の提供に関し講ずべき措置について＞ 

（総務省☞ ＮＴＴ東西（H18.11.22 ）） 
基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化の推進  

  今回の交付金の算定は、貴社において、設備利用部門の費用

について約７％の経営効率化を行うことを前提としている。このた

め、貴社が基礎的電気通信役務の提供において当該効率化を達

成することが重要であり、平成19年度以降、経営効率化の実績に

ついて報告すること。 

  毎年度の事業計画の認可申請の際に、基礎的電気通信役務

に係る効率化のための具体的方策について報告すること。 

 

 

２ 平成２5年度計画 

※ 基礎的電気通信役務に係るもの 

Ｈ23年度
実績 

Ｈ24年度
見込 

Ｈ25年度
計画 

設備利用部門
の費用（※） 

１，２０５
億円 

１，１２１
億円 

１，０４２
億円 

効率化率 ▲7.0％ ▲7.0％ 

Ｈ23年度
実績 

Ｈ24年度
見込 

Ｈ25年度
計画 

設備利用部門の
費用（※） 

９９５ 
億円 

９２５ 
億円 

８６０ 
億円 

効率化率 ▲7.0％ ▲7.0％ 

ＮＴＴ東日本 

効率化額 
▲７８億円 

効率化額 
▲６５億円 

※ 基礎的電気通信役務に係るもの 

ＮＴＴ西日本 
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ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用の効率化の推進② 

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

人員のスリム化 

業務の集約 

［ ※１： 年度末に退職・再雇用する人員を含む。   ※２： Ｈ24年度末及びＨ25年度末については推計値。］ 

施策の内容 

116業務 

20拠点を16拠点に集約 

※実施はH24年10月であるが、H25年度は見直し効果が
通年ベースに拡大 

0.6万人 

Ｈ23年度末 

 3.9万人    3.6万人 
（▲0.3万人） 

  3.3万人 
（▲0.3万人） 

NTT東日本
本体 

0.6万人 0.6万人 

アウトソーシング
会社等 

3.3 
万人 

3.0 
万人 

2.7 
万人 

Ｈ24年度末 Ｈ25年度末 
0.5万人 

Ｈ23年度末 

 4.0万人    3.6万人 
（▲0.4万人） 

  3.2万人 
（▲0.3万人） 

NTT西日本 
本体 

0.5万人 0.5万人 

アウトソーシング
会社等 

3.5 
万人 

3.1 
万人 

2.7 
万人 

Ｈ24年度末 Ｈ25年度末 

施策の内容 

料金業務 

料金の44拠点を43拠点に集約 

※実施はH24年５月であるが、H25年度は見直し効果が
通年ベースに拡大 

116業務 
33拠点を32拠点に集約 

※H26年１月に実施予定 

 
 ① 人員のスリム化（東： 3.6万人(H24年度) → 3.3万人(H25年度) 西： 3.6万人(H24年度) → 3.2万人(H25年度)）   

 ② 業務の集約（116業務拠点の集約 西：33拠点(H24年度) → 32拠点(H25年度)等）   

 ③ 資産のスリム化、その他（料金請求コストの抑制、物件費の抑制等） 

具体的な施策 

資産のスリム化、その他 

施策の内容 

資産のスリム化 不動産売却による保有コストの削減等 

その他 
＠ビリングの利用増による料金請求コストの抑制  

物件費全般にわたる抑制等 

施策の内容 

資産のスリム化 不動産売却による保有コストの削減等 

その他 
Myビリングの利用増による料金請求コストの抑制  

物件費全般にわたる抑制等 2 



基礎的電気通信役務支援機関の平成25年度事業計画・収支予算の認可 

① 支援業務費は約6,200万円  
・年度開始当初における合算番号単価の修正が予定されていた平成24年度予算（約8,000万円）に比べ約1,800万円の減少。予算上特別な事情
がなかった平成23年度予算（約6,900万円）と比較しても約600万円の減少。 
・平成24年度予算との比較における主な増減要素は以下のとおり。 

- 周知広報費の減（平成25年４月に合算番号単価が修正される見込みがないことに伴う減）  －18,129千円 
- 旅費交通費の増（人事異動に伴う通勤手当の増）  ＋329千円  

 
② 継続的な周知・広報活動の実施 
・平成25年度においても、従前どおり、周知・広報活動を実施予定（約2,700万円を確保）。 

事業計画・収支予算のポイント 

平成25年度予算額 平成24年度予算額 

収入 ６，５９２，９５５ ９，６８３，７１４ 

    負担金収入 ６，５２９，９４１ ９，６０２，７１２ 

借入金返済引当資産取崩収入 ６５０ ８７６ 

    借入金収入 ５４，３６３ ６９，１２７ 

前期繰越収支差額 ８，０００ １１，０００ 

支出 ６，５９２，９５５ ９，６８３，７１４ 

    交付金支出 ６，４６１，４６５ ９，５４６，８４２ 

支援業務費 ６２，３６３ ８０，１２７ 

 （再掲） 周知広報費支出 ２６，８０６ ４４，９３５ 

借入金返済支出 ６９，１２７ ５６，７４５ 

【平成25年度収支予算】 
（単位：千円） 
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【参考】  平成25年度支援業務費の詳細 〔主な費用の前年度予算額との比較〕 

区分  平成25年度予算額 
平成24年度決算額 

（概算） 
平成24年度予算額 前年度予算に対する増減等 

人件費 ２５，５６２千円 ２５，０１８千円 ２５，１５４千円 
前年度予算比 ＋408千円 

   （職員の定期昇給等に伴う給料手当＋213千円 他） 

物件費等 ９，９９５千円 ９，２５７千円 １０，０３８千円 
前年度予算比 －43千円 
   （通勤手当＋329千円、借入金利息－300千円 他） 

（再掲） 

諸謝金  ２，７５６千円  ２，７５６千円  ２，７５６千円 前年度予算比 ±０千円 

周知広報

費用 
２６，８０６千円 ３７，６０７千円 ４４，９３５千円 

前年度予算比 －18,129千円 
  ○平成25年度予算額の内訳 
  ・新聞広告                           14,700千円  (－14,700千円） 
  ・インターネット広告                 2,000千円  (－  2,000千円） 
     - 平成25年４月における合算番号単価修正の見込みがないため、それ 
      ぞれ１回分のみを計上 

  ・パンフレット作成費                  600千円  (±       0千円)  
    - 所要の内容改訂の上、計２万部を作成 

  ・ホームページ更新、保守管理     250千円  (±       0千円) 
    - 所要の内容改訂 

  ・コールセンター                       8,591千円  (－ 1,329千円)  
    - 円滑な問合せ対応が実施できるよう受電体制を整備 

  ・地方説明・見学会                  565千円  (－    100千円） 
    - ＤＶＤ改訂の予算計上取りやめ、平成25年８月に中国総合通信局 
     管内で説明・見学会を開催予定 

  ・消費者団体との意見交換会         100千円  (±       0千円） 
    - 消費者団体との意見交換会を引き続き実施 

支援業務費
総額 ６２，３６３千円 ７１，８８２千円 ８０，１２７千円 
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